
新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用事業

（単位：円）

写真

目的
コロナ禍における物価高騰対策として、障害福祉サービス事業所等の障害者福祉施設に対
して電力・ガス・食料品等高騰分を支援することで、利用者および事業者の負担軽減を図る。

実施内容

市内の障害者福祉施設等を対象とし、以下のとおり実施した。
（１）補助額 ： ①障害者福祉施設（入所）15千円／1人（入所定員1人につき）
　　　　　　　　  ②障害者福祉施設（通所）150千円／施設（定額）
　　　　　　　　  ③障害者福祉施設（訪問）50千円／施設（定額）
（２）負担割合 ： 県：1／2、市：1／2
※県が、申請を受け付け、補助金を交付する。その後、各市町村の実績に応じて、県に対し
負担分を支払う。

効果
（１）申請件数　111件
（２）補助金額　22,230,000円（うち市負担分は、11,115,000円）
※（２）に加えて、事務費として184,605円を負担した。

事業期間 R5.6.23～R6.3.31

実施計画№

総事業費
財源内訳

臨時交付金 国庫支出金 県支出金 地方債 その他特財 一般財源

担当課事業名称

0

障害福祉課物価高騰対策緊急支援事業（障がい者施設）7

11,299,60511,299,605


